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認定職業訓練実施奨励金の支給までの流れ
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１ 認定職業訓練実施奨励金の制度 

（１）認定職業訓練実施奨励金 

求職者支援訓練が円滑かつ効果的に実施されるよう、一定の要件を満たす訓練実施機関に

対して、認定職業訓練実施奨励金を支給します。 

実施奨励金は６種類あります。 

・認定職業訓練実施基本奨励金 ⇒「基本奨励金」※ p.7 参照 

・訓練施設内保育実施奨励金 ⇒「保育奨励金」※ p.15 参照 

・認定職業訓練実施付加奨励金 ⇒「付加奨励金」※ p.16 参照 

・実習促進奨励金（特例措置） ⇒「実習奨励金」 

・情報通信機器整備奨励金（特例措置）⇒「情報通信機器奨励金」 

・職場見学等促進奨励金（特例措置） ⇒「職場見学等奨励金」 

（２）支給対象 

訓練実施内容により、助成を受けられる奨励金は以下のとおりです。 

実施した訓練が「基礎コース」と「実践コース」で、受給できる奨励金が異なります。 
  

 基礎コース 実践コース 

基 本 奨 励 金 ○ ○ 

保 育 奨 励 金 ○ ○ 

付 加 奨 励 金 － ○ 

※（特例措置の奨励金については、厚生労働省リーフレット『認定職業訓練実施奨励金の支給申請のご案内』参照） 

下記のいずれかに該当する場合は、奨励金の全部または一部が支給されません。 

□ 労働保険料の納付状況が著しく不適切であったり、過去に偽りその他不正の行為に

より認定職業訓練実施奨励金の支給を受けた（または受けようとした）事がある場合 

□ 過去５年以内（平成 31 年 3 月 31 日以前に偽りその他不正行為により、雇用保険

法第 4 章の規程により支給される給付金の支給を受けた（または受けようとした）こ

とがある場合については過去 3 年以内）に偽りその他不正の行為により、雇用保険法

第 4 章の規程により支給される給付金の支給を受けた（または受けようとした）こと

がある場合 
※上記の判断は､支給申請日又は支給決定日の時点で､不支給措置の期間中にある者が該当 

□ 求職者支援訓練と同一の事業に関して、国から委託費等を受けている（または受け

る予定である）場合 

□ 求職者支援訓練を適切に行ったとは認められない場合 

□ 上記のほか、認定職業訓練実施奨励金を不支給とするに足る不正が確認された場合 

 

 

※厚生労働省リーフレット 

『認定職業訓練実施奨励金

の支給申請のご案内』参照 

今回変更した箇所を緑色の文字で記載しています 
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（３）支給単位期間 

認定職業訓練実施奨励金の支給対象となる期間は、訓練開始初日から終了日までの訓練期

間全体（これを「支給対象期間」という）ですが、支給される額は、訓練期間を１か月単位

で区切った｢支給単位期間｣ごとに算定します。 

｢支給単位期間｣とは、「訓練の開始日または各月においてその日に応当する日（訓練期間内

に応当する日がない場合はその月の末日。これを｢開始応当日｣という）｣から｢各翌月の開始

応当日の前日まで（訓練終了日の属する月の場合は訓練終了日まで。また、中途退校者につ

いては訓練の受講を取りやめた日まで）」の各期間に区分した期間をいいます。 

 
【例】3 か月訓練（訓練期間６月７日～９月６日）の場合 

      →支給単位期間は「３支給単位期間」 

 
         

 
 
 
 

注）最後の支給単位期間が１か月未満になる場合もあります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①支給単位期間 ③支給単位期間 ②支給単位期間 

6/7 

訓練開始日 
～   7/6 

 

7/7   ～ 

開始応答日 
8/6 

 

8/7   ～ 

開始応答日 
9/6   

訓練終了日 

  

つぎは、基本奨励金・保育奨励金・ 

付加奨励金について説明します。 

実習奨励金・情報通信機器奨励金・ 

職場見学等奨励金については、厚生労働省

リーフレット『認定職業訓練実施奨励金の

支給申請のご案内』を参照してください。 
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２ 基本奨励金 ※令和７年４月１日以降に開始する訓練から単価が引き上げとなりました 

※「e ラーニングコース」については、厚生労働省リーフレット『認定職業訓練実施奨励金の支給申請のご案内』参照 

（１）基本奨励金 

基本奨励金は、認定された求職者支援訓練を適切に実施した訓練実施機関に支給されます。 

基本奨励金は原則として「基本奨励金支給対象期間（連続する３つの支給単位期間のこと。

訓練期間が３支給単位期間に満たない場合は、その全ての期間）」ごとに支給します。そのた

め、３か月以上のコースの場合、訓練終了日を含む最終支給対象期間は、１支給単位期間ま

たは２支給単位期間になる場合もあります。 

また、訓練実施機関が希望する場合、訓練終了後に求職者支援訓練の全期間に係る基本奨

励金を一括で支給申請することもできます（これを「一括申請」といいます）。 

基本奨励金支給対象期間ごとの申請（これを「分割申請」といいます）もしくは全期間分

を一括で申請するかは、各訓練実施機関で決定してください。 

 

 

 

 

 

（２）申請に必要な提出書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①支給単位期間 ③支給単位期間 ②支給単位期間 

6/7   ～   7/6 7/7   ～    8/6 8/7   ～   9/6         

訓練開始日      開始応当日       開始応当日 
9/7   ～ 

開始応答日 
10/6   

訓練終了日 

  

④支給単位期間 

【例】４か月訓練（訓練期間６月７日～10 月６日）で基本奨励金支給申請をする場合 

〔分割申請〕⇒「①～③連続する３支給単位期間」の申請と、「④支給単位期間」 

 

〔一括申請〕⇒「①～④連続する支給単位期間」を一括して申請 

① 認定職業訓練実施基本奨励金支給申請書（様式Ａ-３１） 
② 求職者支援法に基づく職業訓練の認定通知書（様式Ａ-２１）の写し 
③ 受講者出欠報告書（総括票）（様式Ａ-３２）の写し 
④ 受講者出欠報告書（内訳票）（様式Ａ-３２別添）の写し※全頁に受講者本人の署名が

全員分あるもの 
⑤ 出席簿（様式Ａ-２０-1）の写し 
⑥ 訓練カリキュラム（様式Ａ-９※機構に提出したもの）の写し※変更が生じた場合は

変更後のもの 
⑦ 日別計画表（認定様式第６号※機構に提出したもの）の写し※変更が生じた場合は

変更後のもの 
⑧ キャリアコンサルティングの実施状況が個別で確認できる書類（任意の様式） 

【該当する時に添付する書類】 
⑨ 退校届（実施様式２）の写し※中途退校者がいた場合 
⑩ 求職者支援法に基づく職業訓練に係る変更届出書（様式Ａ-１３）の写し 
  ※機構福島支部に変更届出書を提出した場合 
⑪ 訓練実施日から除外した日がある場合の証明書類（写し） 
  ※詳細は p.25 の｢6.Ｑ&Ａ(８)｣を参照のうえ、それぞれ証明書類を提出 

基本奨励金 

電子メールによる支給申請が可能となり、写しの提出となった書類があり

ます。原本は実施機関にて保管が必要です。 
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（３）支給額 

支給単位期間１か月ごとに算定し、その合計が「支給額」となります。 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「受講者数」は、次の①と②の受講者の合計になります。 

① 基本奨励金支給対象期間（一括申請の場合は全ての支給単位期間）を通算して 

出席率 80％以上の受講者。 

 ※ 基本奨励金支給対象期間中に中途退校した受講者については、基本奨励金支

給対象期間中の訓練退校日までの通算出席率 80％以上の者。 

② 支給対象期間全体（中途退校者は退校日まで）の出席率が 80％未満であるが、 

支給単位期間（１か月）では出席率が 80％を上回る受講者。 

▷ １日の訓練時間のうち、遅刻・早退・欠課があっても、その日の 1/2 以上の訓練

を受講していれば、半日出席したものとして｢△（ 0.5 日分の出席 ）｣を出席日数

の算定に加えます（端数が出た場合は切捨て）。 

1/2 を満たしていない場合は、欠席扱いとなります。 

なお、｢やむを得ない欠席｣に該当する場合もありますので p.25｢６.Ｑ&Ａ(８)｣を

ご確認ください。 

▷ 1/2 以上の訓練とは、１日の訓練カリキュラムにおける総時限（総コマ)数のうち

半分以上の時限(コマ)に出席することをいいます。 

※ p.12 ｢様式 A-20-1 の作成ポイント｣、p.13｢様式 A-32:別添の作成ポイント｣参照 

①支給単位期間２８日以上 

【基礎コース】 受講者数(※) × ６３,０００円  

【実践コース】 受講者数(※) × ５３,０００円  

【基礎コース】 受講者数(※) × ３,１５０円 × 訓練実施日数（上限６万３千円） 

【実践コース】 受講者数(※) × ２,６５０円 × 訓練実施日数（上限５万３千円） 
 

支給単位期間の途中（２８日未満）で退校した受講者に係る支給単位期間の支給額は、 

退校日を含め、以下の算定式により算出します。 

【基礎】3,150 円/日  又は 【実践】2,650 円/日 × 退校日までの訓練実施日 
 ※ 基礎コースの上限６万３千円、実践コースの上限５万３千円 

また、支給単位期間の途中（２８日以上）で退校した受講者の場合は、上記①の 

とおりとなります。 

③中途退校者 

②支給単位期間２８日未満 

（※）基本奨励金における受講者数 
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【一括申請の場合】 

（４）申請期限 

〔例〕４か月訓練の場合（訓練期間：６月７日～１０月６日） 

【分割申請の場合】 

１回目（6/7～9/6 の３か月分の申請） 

：申請は訓練開始日から３か月を経過する応当日から起算して１か月以内に申請

してください。 

※３か月目終了日が９月６日で、申請期限は１０月６日になります。 

２回目（9/7～10/6 の１か月分の申請） 

：訓練終了日の翌日から起算して１か月以内に申請してください。 

※申請期限は１１月６日となります。 

 

 

6/7～10/6 の４か月分の申請：訓練終了日の翌日から起算して１か月以内に申請してくだ

さい。 

※申請期限は１１月６日となります。 

 

※ 申請期限までに申請書類が提出されなかった場合、奨励金は支給できません。 

※ 申請書類を郵送・電子メールで提出する場合、申請期限までに福島労働局に到着・到達

することが要件です（消印日ではありませんのでご注意ください）。 

※ 令和 5 年 7 月から、電子メールによる支給申請が可能となりました。 
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　① 様式Ａ-３１の作成ポイント 様式（Ａ－３１）

労働局長　殿

－ － － － －

（ 日） （ 日） （ 日） （ 日） （ 日） （ 日 ）

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

－

（ ） （ ）

※　記載上の注意事項（注１～10）は裏面をご覧ください。

〒

口座名義
※　申請期限内に、訓練実施施設の所在地を管轄する都道府県労働局職業安定部訓練課（室）に提出しないと奨励金は
　支給できません。
※　求職者支援法に基づく職業訓練の認定通知書の写し、受講者出欠報告書(様式A-32)、実施機関で保管している出席
　簿の写し(様式A-20)、及び訓練カリキュラムを添付してください。

店舗コード

口座番号
フリガナ

所在地

人日 人日

担当者連絡先

担当者名 部署

電話番号

メールアドレス

保育奨励金支給申請額 円 保育を利用した受講者数（注６） 人

保育を実施した児童数
1か月目 6か月目

人

0
人日

0
人日

0
人日

5
人日

人
1

人 人

人 人

中途退校者数
（訓練実施日数20日未満）　（注５）

0
人

0
人

0

中途退校者数
（訓練実施日数20日以上）　（注４） 0

人
0

人
1

人
0

人

2か月目 3か月目 4か月目 5か月目

人
②上記①を満たさない者で、いずれかの支給単

位期間の出席率が8割以上の受講者数 0
人

1
人

0
人人

0
人 人

人

①支給対象期間の出席率が8割以上の受講者数 10
人

9
人

9
人

8
人

人
8

人 人
支給申請を行う各月の受講者数

（以下①と②の合計）　（注２・注３） 10
人

10
人

9

人

5か月目 6か月目
15

年 9 月 10 日分

月数（訓練実施日数）　（注１）
1か月目 2か月目 3か月目 4か月目

月 15 日 ～ 令和 7支給申請を行う訓練期間 令和 7 年 5

●

月 15 日 ～

訓練コース 基礎コース 実践コース

訓練科名

訓練期間 令和 7 年 5 年 9 月 10 日令和 7

人

福島
令和 ● 年 ● 月 日

令和 ● 年 ● 月 ● 日 に認定を受けた訓練を適正に実施し、基本奨励金（保育奨励金、実習奨励金、情報通信機器奨励金、職場見学等奨励金）の支給を受けたい

ので、以下のとおり申請します。また、当該申請書及び添付書類の記載内容について相違ありません。

訓練コース番号 5 07

実習奨励金支給対象者数（注７）

※　保育奨励金及び情報通信機器奨励金を申請する場合は、契約書や領収書等の他、保育に要した経費及び受講者に貸与したパ
ソコン等通信機器のリース又はレンタル等に要した経費の内訳がわかる書類を添付してください。
※　職場見学等奨励金の支給を受けようとする場合は、職場見学等実施計画書（様式A-51）の写し（機構処理欄に機構支部の担当
者の署名、受理日等が記載されたもの）、職場見学等実施報告書総括表（様式A-52）、職場見学等実施報告書受入先事業所確認
票（様式A-51別添）及び日別計画表又は推奨訓練日程計画表を添付してください。
※　実習奨励金の支給を受けようとする場合は、企業実習等実施計画書（様式A-54）の写し（機構処理欄に機構支部の担当者の署
名、受理日等が記載されたもの）、企業実習等実施報告書総括表（様式A-55）、企業実習等実施報告書受入先事業所確認票（様式
A-55別添）及び日別計画表又は推奨訓練日程計画表を添付してください。

パソコン等通信機器を貸与した各月の受講者数
1か月目 2か月目 3か月目 4か月目 5か月目 6か月目

訓練実施機関
振込先（注10）

代表者氏名

（５）記入例

認定職業訓練実施基本奨励金（保育奨励金、実習奨励金、情報通信機器奨励金、職場見学等奨励金）支給申請書

職場見学等奨励金支給対象者数（注８） 人

情報通信機器奨励金支給申請額 円 パソコン等通信機器を貸与した受講者数（注9） 人

銀行 本店・支店 普通・当座
通知・別段金融機関コード

訓練実施機関

実施機関番号

実施機関名

1

3
4

5

2

１ 認定決定月日

｢求職者支援法に基づく職業訓練の認定通知書｣の認定決定日を記入してください。

２ 訓練実施日数について

訓練の最終月が、土日祝を含む日数が28日に満たない場合のみ訓練実施日数を記入してください。

３ 受講者数

①各支給単位期間の対象となる受講者数

(裏面の注２)を参照ください。※色のついている部分を入力すると自動計算されます。

②支給対象期間で出席率８割未満だが、いずれかの支給単位期間で８割以上の受講者数

支給対象期間の出席率が８割未満であっても、１か月ごとの支給単位期間で８割以上出席した

受講者の数を記入してください。

※｢受講者出欠報告書総括票（様式A－32）｣の『⑥』の支給単位期間数と同じ数になります。

４ 訓練実施日数が20日以上の中途退校者数（中途退校者が発生した月のみ記入）

退校日までの日数が28日以上または訓練実施日数が20日以上の者を記入してください。

５ 訓練実施日数が20日未満の中途退校者数（中途退校者が発生した月のみ記入）

支給単位期間に中途退校した人数（20日未満の場合）と、退校日までの訓練実施日数を記入して

ください（裏面の注５参照）。

６ 託児サービス付き訓練コースで使用します。

※保育奨励金支給申請額は、実際に要した経費の額になります。（領収書等要添付）

（子１人につき上限66,000円／月迄です。）

７ 実習奨励金・職場見学等奨励金の申請で使用します。

※詳細は厚生労働省リーフレット『認定職業訓練実施奨励金の支給申請のご案内』をご覧くだ

さい。

注意!!「支給対象期間の出席率｣､｢各支給単位期間の出席率」のいずれも８割未満の

受講者は、どの欄にも計上できません。

6

7

- 10 -



様式（A-31）

※受付機関処理欄

受付日

受付番号

【記載上の注意事項】

労 務 士

記 載 欄

(2023.04)

社 会 保 険 作成年月日・提出代行者の表示 氏　　　　　名 電　　話　　番　　号

　本奨励金は、国の会計検査の対象となることがあります。そのため、支給決定後であっても表面記載の添付書

類の提出を求め、実地調査を行う場合があります。なお、偽りその他不正行為により支給を受けた場合、当該不正

に係る訓練の奨励金等について、不支給の決定又は支給の取消をするとともに、当該不正があったコース以降に

開始された全てのコースについて支給された奨励金等全額を返還していただきます。また、偽りその他不正行為

の内容如何によっては、刑事告発することもあります。

　　　　　　れかの支給単位期間に、出席管理の対象となる日（訓練実施日）の８割以上出席した場合は、当該支給単位期間に

　　　　　　ついては出席率８割以上として扱うこと。

　　　　を言います。

　　　　　　この場合、１実施日における訓練の時間数の２分の１」以上に相当する部分を受講したものについては、２分の１日分

　　　　　分受講したものとして取り扱うこと。訓練を受講した日に２分の１日分受講したものとして取り扱う日を加えて算出した出

　　　　　席日数に端数が出た場合には端数は切り捨てること。

　（＊）「出席率８割以上」とは、

　　　　・　修了者については、訓練開始日（又はその応当日）を起算日とした各支給対象期間に、出席管理の対象となる日

　　　　　　（訓練実施日）の８割以上出席したこと。

　　　　・　中途退校者については、訓練開始日（又はその応当日）を起算日とし、中途退校した日までの各支給対象期間に、出

　　　　　　席管理の対象となる日（訓練実施日）の８割以上出席したこと。

　　　　・　支給対象期間の出席率が８割未満であっても、訓練開始日（又はその応当日）を起算とした各支給対象期間のいず

　　　の延べ人数を記入してください。

　　　（例えば、２か月目に訓練実施日数が１０日の中途退校者が２人いた場合は、「２か月目」の「中途退校者数（訓練実施

　　　日数２０日未満）」の上段に「２人」、下段に「２０人日」と記入してください。

注10：ゆうちょ銀行の場合は、口座番号の欄に「記号番号」を、「記号－番号」の順に記載してください。

　　　のみの人数を記入してください。ただし、該当月に中途退校した者の数は除きます。

注３：申請を複数回行う場合でも、訓練の開始日から起算した月の欄に記入してください。

注４：支給申請を行う受講者のうち出席率８割以上（＊）、かつ、中途退校した月の中途退校日までの日数が２８日以上または

　　　訓練実施日数が２０日以上の中途退校者数を記入してください。

注５：支給申請を行う受講者のうち出席率８割以上（＊）、かつ、中途退校した月の中途退校日までの日数が２８日未満かつ

　　　訓練実施日数が２０日未満の中途退校者については、上段に実人員数を、下段には当該中途退校者に係る訓練実施日

注７：実習奨励金の支給申請の対象となる訓練コースの受講者数（出席率８割未満の者、中途退校者を含む）を記載してくだ
さい。

注９：支給対象期間内においてリース又はレンタル契約等によりパソコン等通信機器を貸与した受講者数を記入してください。

注６：支給対象期間内において保育サービスを利用した受講者数を記入してください。

注１：訓練の最終月であってその日数が２８日に満たない場合、訓練の実施日数を記入してください。

注２：「①支給対象期間の出席率が８割以上の受講者」には、支給対象期間（３か月又は全訓練期間）に出席率８割以上（＊）

　　　の受講者数を記入してください。ただし、該当月に中途退校した者の数は除きます。

　　　「②上記①を満たさない者で、いずれかの支給単位期間の出席率が８割以上の受講者数」には、支給対象期間の出席率

　　　が８割未満であっても、いずれかの支給単位期間（１か月ごと）の出席率が８割以上である受講生がいる場合は、当該者

令和　　　年　　　月　　　日
　　労　　働　　局　　決　　裁　　欄

局長 部長 課長 室長 補佐 係長

※　労　働　局　処　理　欄

支 給 （ 不 支 給 ） 決 定 年 月 日 令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

支 給 決 定 額

（基本）　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（職場見学等）　　　　　　　　　　　　 円
（通信機器）　　　　　　　　　　　　　　円

（保育）　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（実習）　　　　　　　　　　　　　　　　　円

注８：職場見学等奨励金の支給申請の対象となる訓練コースの受講者数（出席率８割未満の者、中途退校者を含む）を記載し
てください。
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1
2

3
4

5
6

1
2

3
4

5
6

1
2

3
4

5
6

1
2

3
4

5
6

1
2

3
4

5
6

1
2

3
4

5
6

1
2

3
4

5
6

1 2
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

3
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

4
○

○
○

○
○

○
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
○

○
○

○
○

○
○

○
×

×
×

5
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

6
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

×
×

×
○

○
○

○
○

○

7
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

8 9 1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

出
席

欠
席

遅
刻

早
退

○

※
　

講
師

、
事

務
担

当
者

欄
に

つ
い

て
、

確
認

を
行

っ
た

講
師

、
事

務
担

当
者

が
記

名
を

必
ず

す
る

こ
と

。

■
訓

練
コ

ー
ス

番
号

 5
-
0
7
-
0
7
-
0
0
2
-
0
3
-
9
9
9
9

 ② 様式Ａ-２０-１の作成ポイント

福
島

事
務

担
当

者
事

務
担

当
者

事
務

担
当

者
事

務
担

当
者

事
務

担
当

者

7
月

9
日

（
木

）

講
師

7
月

１
0
日

（
金

）

講
師

福
島

福
島

福
島

福
島

講
師

7
/
7
改

姓

7
/
8
付

中
途

退
校

記 載 例

瀬
能

　
葉

津
樹

永
井

　
季

子

睦
月

　
弥

生

事
務

担
当

者

受
講

者
名

相
沢

　
清

明

遠
藤

　
さ

つ
き

（
旧

姓
●

●
）

工
藤

　
美

月

佐
藤

　
初

秋

■
訓

練
期

間
　

令
和

7
年

5
月

1
5
日

　
～

　
令

和
7
年

9
月

1
0
日

講
師

備
考

欄

7
/
2
付

中
途

退
校

事
務

担
当

者

番
号

7
月

6
日

（
月

）
7
月

7
日

（
火

）
7
月

8
日

（
水

）
7
月

1
1
日

（
土

）
7
月

1
2
日

（
日

）

出
　

　
席

　
　

状
　

　
況

出
　

　
席

　
　

簿
　

（
令

和
7
年

7
月

6
日

　
～

　
令

和
7
年

7
月

1
2
日

分
）

8
　

頁

講
師

講
師

■
訓

練
科

名
　

O
A

事
務

実
践

科

講
師

様
式

A-
20

-1
(2

02
4.

04
)

２
３

4

6

5

１
受

講
者
名

受
講
者
名
簿
（
様
式
Ａ
-2
8別

添
１
）
の
順
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
苗
字
が
変
更
に
な
っ
た
受
講
者
は
、
い

つ
か
ら
変

わ
っ
た

か
を
備

考
欄

に
記
し
て

く
だ
さ

い
。
ま
た
、
変
更
後
の
頁
か
ら
最
後
の
頁
ま
で
氏
名
の
後
に

（
旧
姓
●
●
）
を
併
記
し
て
く
だ
さ
い
。

【
例
】

｢
遠

藤
さ

つ
き
（

旧
姓

●
●

）
」

２
１

時
限
目

を
遅
刻
し

た
場

合
１
時
限
目
に
｢／

｣を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

３
１

日
欠
席

し
た
場
合

全
日
欠
席
し
た
場
合
は
、
全
て
の
時
限
に
｢
×
｣
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

４
３

時
限
目

の
途

中
か

ら
早

退
し
た
場

合
１
時
限
目
か
ら
２
時
限
目
は
｢
○
｣
、
３
時
限
目
に
｢
＼
｣
、
４
時
限
目
か
ら
６
時
限
目
は
｢
×
｣
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
こ
の
場
合
、
｢
受
講
者
出
欠
報
告
書

内
訳
票
(
様
式
A
-
3
2:
別
添
)
」
の
記
載
は
1
/
2
未
満
の
出
席
に
な
る
の
で
｢
×
」
に
な
り
ま
す
。

５
中

途
退
校

時
の
記
入

に
つ

い
て

中
途
退
校
者
に
つ
い
て
は
、
退
校
日
の
翌
日
以
降
も
最
後
の
頁
ま
で
受
講
者
名
を
消
さ
ず
に
横
線
を
引
き
、
備
考
欄
に
中
途
退
校
日
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

６
４

時
限
目

か
ら
欠
席

し
た

場
合

１
時
限
目
か
ら
３
時
限
目
は
｢
○
｣
、
４
時
限
目
か
ら
６
時
限
目
は
｢
×
｣を

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
こ
の
場
合
、
｢
受
講
者
出
欠
報
告
書

内
訳
票
(
様
式
A
-
3
2:
別
添
)
」
の
記
載
は
1
/
2
以
上
出
席
し
て
い
る
の
で
｢
△
」
に
な
り
ま
す
。

７
講

師
、
事

務
担
当
者

欄
に

つ
い
て

押
印
、
署
名
、
記
名
の
い
ず
れ
か
の
方
法
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

３
０

人
分

の
記

載
欄

が
あ

り
ま

す
が

、
行

数
を

減
ら

し
（
非

表
示

等
）
、

行
の

高
さ

等
を

調
節

し
て

ご
使

用
く

だ
さ

い
。

佐 藤

７

１

佐 藤
佐 藤

佐 藤
佐 藤
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（
様
式
A
-
3
2
：
別
添
）

受
講

者
署

名
欄

日
15

16
17

18
19

20
21

22
23

24
25

26
27

28
29

30
1

2
3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
13

14

曜
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

1
○

○
×

○
○

○
○

○
△

○
○

○
×

×
相
沢
　
清
明

14
10

.5
71

%
2

○
○

×
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
△

遠
藤
　
さ
つ
き
(旧
姓
●
●
)

22
20

.5
90

%
3

○
○

○
○

○
×

○
○

○
○

○
×

○
○

○
△

○
○

工
藤
　
美
月

18
15

.5
83

%
4

○
○

○
○

○
○

△
○

○
△

○
○

○
○

○
○

○
×

○
×

○
○

佐
藤
　
初
秋

22
19

86
%

5
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
瀬

能
　

葉
津

樹
22

22
10

0%
6

○
○

○
○

○
×

○
○

○
○

○
△

○
○

○
○

○
○

△
○

○
○

永
井
　
季
子

22
20

90
%

7
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
睦

月
 

弥
生

22
22

10
0%

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

福 島   花 那

福 島   花 那

福 島   花 那

福 島   花 那

福 島   花 那

福 島   花 那

出 欠 確 認 者 氏 名
（

※
）

・
受

講
者

数
が

20
名

ご
と

、
基

本
奨

励
金

の
支

給
単

位
期

間
ご

と
に

本
報

告
書

１
枚

を
使

用
し

て
く

だ
さ

い
。

 
 

 
・

「
受

講
者

名
」

は
、

訓
練

開
始

後
１

週
間

以
内

に
提

出
す

る
受

講
者

名
簿

に
お

い
て

付
番

す
る

番
号

の
順

に
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

 
 

 
・

「
出

欠
状

況
」

の
「

日
・

曜
日

」
欄

は
、

訓
練

開
始

日
ま

た
は

開
始

応
当

日
か

ら
暦

通
り

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。
 

 
 

・
「

出
欠

状
況

」
は

毎
訓

練
日

ご
と

に
確

認
し

、
確

認
者

氏
名

を
入

れ
、

出
席

者
に

は
○

を
、

欠
席

者
に

は
×

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

(2
02

4.
04

)

相
沢

 
清

明
遠

藤
 

さ
つ

き
（

旧
姓

●
●

）

工
藤

 
美

月

佐
藤

 
初

秋

瀬
能

 
葉

津
樹

永
井

 
季

子

睦
月

 
弥

生

支
給

単
位

期
間

の
出

席
率

職
員

記
入

欄
（
該
当
項
目
に
○
を
付
け
る
）

出
欠
状
況
が
事
実
と
相
違
な
い
場

合
に
、
受
講
者
本
人
が
署
名
す
る
こ

と
。

出
席

率
8割 以

上

通
常

支
給

中
途

退
校

20
日

以
上

中
途

退
校

20
日

未
満

訓
練

日
数

受
講
者
出
欠
報
告
書
　
内
訳
票
（
訓
練
実
施
基
本
奨
励
金
支
給
申
請
関
係
書
類
）
（
～
2
0
人
・
オ
ン
デ
マ
ン
ド
型
（
e
ラ
ー
ニ
ン
グ
）
コ
ー
ス
以
外
の
訓
練
コ
ー
ス
）

③ 様式Ａ-３２：別添の作成ポイント

　
（
令
和
7
年
6
月
1
5
日
～
令
和
7
年
7
月
1
4
日
分
）

■
訓

練
実

施
機

関
名

株
式

会
社

  A
 Z

■
訓

練
実

施
機

関
番

号
20

12
00

00
0

■
訓

練
科

名
O

A事
務

実
践

科
■

訓
練

番
号

5－
０

7－
０

７
－

０
０

２
－

０
３

－
９

９
９

９

番 号
受

講
者

名

出
欠

状
況

出
席

日
数

1

3

2
6

7

１
受
講
者
名

受
講
者
名

簿
（
様

式
Ａ
-２

８
別

添
１
）
の

順
に
記
入
し
て
く
だ

さ
い
。

な
お
、
中

途
退
校

者
に
つ
い
て

も
す
べ

て
の
頁
に

記
入
し
て

く
だ

さ
い

。
※

訓
練
期

間
中
に

苗
字
が
変
更

に
な
っ

た
受
講
者

は
、
変
更

に
な

っ
た

頁
か
ら
氏
名
の

後
に

旧
姓
を
併
記
し

て
く
だ
さ
い
。

２
出
欠
等
の

記
入
に

つ
い
て

◆
全
時
限

出
席

→
「
○
」

◆
全
時
限

欠
席

→
「
×
」

◆
遅
刻
・

早
退
・

欠
課
に
よ
り

１
日
の

訓
練
が
１

/２
未
満
の
出

席
→
「
×
」

◆
遅
刻
・

早
退
・

欠
課
に
よ
り

１
日
の

訓
練
が
１

/２
以
上
の
出

席
→
「
△
」

◆
訓
練
実

施
日
よ

り
除
外
の
対

象
と
す

る
日
（
イ

ン
フ
ル
エ

ン
ザ

等
感

染
症
の
欠
席
等

→
「
／
」
（
斜
線

）
◆
訓
練
の

な
い
日

→
「
／
」

（
斜
線

）
※
キ
ャ
リ

ア
・
コ

ン
サ
ル
テ
ィ

ン
グ
が

放
課
後
に

行
わ
れ
た

場
合

も
出

欠
の
対
象
と
な

り
ま

す
の
で
ご
注
意

く
だ
さ
い
。

３
中
途
退
校

者
が
い

た
場
合

中
途
退
校

者
に
つ

い
て
は
、
退

校
日
の

翌
日
以
降

の
欄
を
横

線
で

消
し

て
く
だ
さ
い
。

４
受
講
者
署

名
に
つ

い
て

１
枚
ご
と

に
受
講

者
本
人
の
署

名
必
要

で
す
。
必

ず
本
人
に

内
容

を
確

認
の
上
、
署
名

を
し

て
も
ら
っ
て
く

だ
さ
い
。

※
署
名
は

ペ
ン
ま

た
は
ボ
ー
ル

ペ
ン
で

記
入
し
て

く
だ
さ
い

（
鉛

筆
は

不
可
）

※
後
日
訂

正
が
あ

っ
た
場
合
は

本
人
の

訂
正
印
が

必
要
に
な

り
ま

す
。

※
苗
字
の

変
更
が

あ
っ
た
場
合

に
は
旧

姓
も
併
記

の
上
、
署

名
を

し
て

も
ら
っ
て
く
だ

さ
い

。
※
署
名
が

取
れ
な

か
っ
た
場
合

は
、
原

則
と
し
て

奨
励
金
の

対
象

者
と

な
り
ま
せ
ん
の

で
ご

注
意
く
だ
さ
い

。
５

出
席
日
数

に
つ
い

て
１
／
２
受

講
し
た

場
合
は
、
０

.５
日
と
し

て
計
上
し
て
く
だ
さ

い
。
記
載

す
る
際
は

端
数
を
切

り
捨
て

な
い
で
く
だ

さ
い
。

６
出
席
率
の

計
算
に

つ
い
て

〔
出
席
日

数
／
訓

練
日
数
（
小

数
点
以

下
切
捨
て

）
〕

×
１
０

０
％

＝
出
席
率

（
小
数
点

以
下
切

捨
て
）

７
職
員
記
入

欄
こ
の
欄
は

労
働
局

職
員
の
記
入

欄
に
な

り
ま
す
の

で
記
入
し
な
い

で
く

だ
さ
い
。

８
出
欠
確
認

者
氏
名

欄
講
師
・
事

務
担
当

者
ど
ち
ら
の

記
名
で

も
可
で
す

。
フ
ル
ネ
ー
ム

で
記

入
し
て
く
だ
さ

い
。

※
令
和
５
年

７
月
よ

り
「

写
し
」
の

提
出

に
変
更
と

な
り
ま
し
た
。

原
本
は
実

施
機
関

に
て
６
年
間

保
管
と

な
り
ま
す

。

5
4

8

３
０

人
分

の
入

力
欄

が
あ

り
ま

す
が

、
行

数
を

減
ら

す
（

非
表

示
等

）
な

ど
、

署
名

が
し

や
す

い
よ

う
に

セ
ル

を
調

節
し

て
ご

使
用

く
だ

さ
い

。
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  ④ 様式A-３２の作成ポイント

免除者

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

(※)

(2024.04)

・受講者数が20名ごと、支給申請を行う期間ごとに本報告書１枚を使用してください。
・「受講者名」は、訓練開始後１週間以内に提出する受講者名簿において付番する番号の順に記載してください。
・「総訓練日数」は、受講者が出席すべき訓練日数（出席管理の対象となる日。中途退校者については、退校日までに出席
すべき訓練日数）を記載してください。なお、「総訓練日数」は「内訳票」の「訓練日数」の総計となります。
なお、eラーニングコースについては、訓練実施機関が定める当該支給申請を行う期間（３か月ごと又は全訓練期間）における総訓練時間を記載して下さ
い。なお、「総訓練時間」は「内訳票」の「訓練時間」の総計となります。
・「総出席日数」は、１実施日における訓練の総時限数の２分の１以上に相当する部分を受講したものについては、２分の１日分受講したものとして取り
扱うこと。訓練を受講した日に２分の１日分受講したものとして取扱う日を加えて算出した出席日数に端数が出た場合には端数は切り捨てること。
なお、eラーニングコースについては、受講時間を記載して下さい。
・「出席率」は、当該支給申請を行う期間（３か月ごと又は全訓練期間）の率（中途退校者については、退校日までの当該期間における出席率）とし、小数
点以下は切り捨てます。
なお、eラーニングコースについては、総訓練時間に占める受講時間の割合を記載して下さい。
・⑥の欄は、⑤の「支給対象期間の出席率」が８割未満の場合のみ記載してください。支給単位期間は１か月単位です。
・免除者欄については、職業能力開発講習の受講免除者に該当する場合に、「○」を記入してください。

睦月 弥生 62 62 100%

永井 季子 ●●公共職業安定所 62 60 96%

瀬能 葉津樹 ●●公共職業安定所 62 62 100%

佐藤 初秋 ●●公共職業安定所 62 48 77% 1

工藤 美月 ●●公共職業安定所 38 32 84%

遠藤 さつき（旧姓●●） ●●公共職業安定所 62 58 93%

⑤支給対象期
間の出席率

⑥支給対象期間
の出席率が８割
未満の場合、出
席率８割以上の
支給単位期間の

数

相沢 清明 ●●公共職業安定所 34 30 88%

5-07-07-002-03-9999

番号
①受講者名 ②就職支援計画を作成

した公共職業安定所

③総訓練日数
又は総訓練時

間

④総出席日数
又は受講時間

　　　受講者出欠報告書　総括票（訓練実施基本奨励金支給申請関係書類）（～20人）                    （様式A-32)
　（令和7年5月15日～令和7年9月10日分）

■訓練実施機関名 株式会社 A Z
■訓練実施機関番号 201200000
■訓練科名 O A 事 務 実 践 科
■訓練コース番号

2

3
6

7

１ 申請を行う訓練期間

支給申請する訓練期間を記入してください。

２ 受講者名

受講者名簿（様式Ａ－28別添）の順に記入してください。

※苗字が変更になった受講者は、氏名の後に(旧姓○○)を記入してください。

３ 免除者について

職業能力開発講習の受講免除者に該当する場合、○印を記入してください。

４ 総訓練日数について

訓練において受講者が出席すべき訓練日数です。

ただし、中途退校者については退校日までの訓練日数です。

なお、ｅラーニングコースは、訓練実施機関が定める当該支給申請を行う期間における

総訓練時間を記入してください。

５ 総出席日数について

全訓練期間において出席した日数を記入してください。

（中途退校者については、退校日までの出席日数）

算出した出席日数に端数が出た場合は切り捨てた日数を記入してください。

（「△」→0.5日で算出）

【例】｢④総訓練日数｣が62日で全日欠席した日が2日あり、1/2出席の日が3日あった場合

62日 － 2日 －（0.5日×3日）＝ 58.5日 ⇒ 58日 となります。

なお、ｅラーニングコースは受講時間を記入してください。

６ 出席率の計算について

（総出席日数／総訓練日数）×１００％ ＝ 出席率（小数点以下切捨て）

７ ⑤支給対象期間の出席率が８割未満の場合は⑥欄に、｢受講者出欠報告書 内訳票（様式

Ａ-32：別添｣の｢支給単位期間の出席率｣が８割以上の支給単位期間の数を記入してくだ

さい。

【例】支給対象期間（５月１５日～９月１０日）の出席率７７％

支給単位期間① ５月１５日～６月１４日 出席率７５％

支給単位期間② ６月１５日～７月１４日 出席率８８％

支給単位期間③ ７月１５日～８月１４日 出席率７０％

支給単位期間③ ８月１５日～９月１０日 出席率７８％

この様式は支給申請を行う
期間に対し１枚です

1

5

4

この場合、⑥欄に

「１」を記入

３０人分の入力欄がありますが、行数を減らす（非表示等）など、
行の高さをを調節してご使用ください。
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３ 保育奨励金 

（１）保育奨励金と支給額 

保育奨励金は、訓練期間中（基礎および実践コース）に託児サービスの提供を行った実施

機関に支給されます。※託児サービス付きの訓練コースの場合のみ 

託児サービス利用対象者は次の㋑ ㋺いずれにも該当する者です。 

㋑ 小学校就学の始期に達するまでの児童の保護者であって、職業訓練を受講するにあた

り当該児童を保育することができない者、かつ、同居親族その他の者が当該児童を保育

することができない者。 

㋺ 訓練実施機関が利用希望者から提出された託児サービス利用申込書等に基づき、当該

訓練受講に際し、託児サービスの利用が必要であると認めた者。 

支給額は、実際に託児サービスの提供に要した経費の額です。 

１支給単位期間について、子１人につき６６，０００円が上限になります。 

（２）申請に必要な提出書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）申請期限 

基本奨励金の申請期限と同じ取り扱いです（p.9 参照）。 

  

基本奨励金支給申請書にて、申請します。 
※基本奨励金の申請書類に、次の①と②の書類を添付してください。 

【添付する書類】 
① 託児サービスに要した経費の額を証明できる書類（写） 

② 託児サービスの金額・内訳のわかる書類等 
例）別途諸経費（入園料、教材費、給食費、冷暖房費、布団代等） 

※留意事項 

給食費など発生した翌月に請求される場合がありますが、その場合であっても対象期

間内に発生した経費として、それぞれの支給対象期間内に申請してください。 

保育奨励金 
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４ 付加奨励金  

（１）付加奨励金 

付加奨励金は求職者支援訓練の「実践コース」を実施して基本奨励金を受給し、かつ、そ

の訓練修了者等の就職実績が一定水準（３５％）以上である訓練実施機関に対し支給します。 

（２）申請に必要な提出書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）支給額 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

①  認定職業訓練実施付加奨励金支給申請書（様式Ａ-３３） 

② 求職者支援法に基づく職業訓練の認定通知書（様式Ａ-２１）の写し 

③ 基本奨励金支給決定通知書（様式Ａ-３５）の写し 
  ※すでに支給を受けているものはすべて添付してください。 

④ 認定職業訓練就職者名簿（様式Ａ-３４） 

⑤ 認定職業訓練に係る就職状況報告書（様式Ａ-１５）の写し 

⑥ 就職状況報告書（様式Ａ-１４）の写し 

注）自社等就職の場合、下記⑦⑧の書類についても提出していただく必要があります。 

⑦ 雇用した者の労働条件がわかる書類（週２０時間以上かつ３１日以上の雇用が見込まれ
ることを判断できるもの） 
 → 労働条件通知書（写し）、雇用契約書（写し）等 

⑧ 雇用した者の勤務実態がわかる書類（雇い入れから２か月間の勤務実態がわかるもの） 
→ 出勤簿（写し）またはタイムカード（写し）等、および賃金台帳（写し）等 

付加奨励金 

①支給単位期間２８日以上 

受講者数（注）× 就職実績に応じた単価 × 支給単位期間数 

↓ 

雇用保険適用就職率 60％以上 ････････････････････２０,０００円 

雇用保険適用就職率 35％以上 60％未満 ･･･････････１０,０００円 

雇用保険適用就職率 35％未満 ････････････････････ 支給なし 
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（注）付加奨励金における受講者数 

ここでいう「受講者数」とは、訓練の修了者数と就職を理由とした中途退校者数の合

計数です（65 歳以上の受講者も対象となります）。 

訓練終了日まで受講したものの修了しなかった者（例：出席率 80％未満）、および 

就職以外の理由による中途退校者は含みません。 

（※）支給要件となる雇用保険適用就職率の算定式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受講者数（注）× 就職実績に応じた単価 × 訓練実施日数 

            ↓ 

雇用保険適用就職率 60％以上 ････････････１,０００円（上限２万円）   

雇用保険適用就職率 35％以上 60％未満 ･････ ５００円（上限１万円）   

雇用保険適用就職率 35％未満 ･････････････ 支給なし     

②支給単位期間２８日未満 

 

 

 

訓練修了者のうち就職した者（※2） ＋ 就職を理由とした中途退校者（※2） 

訓練修了者 ＋ 就職を理由とした中途退校者 

（小数点は切り捨て） 

（※1） 訓練終了日において 65 歳以上の者の数を分母および分子から除外して就職率を算

定します。 

（※2） 上記算定式の分子で「訓練修了者のうち就職した者」および「就職を理由とした中

途退校者」とは、訓練が終了した日の翌日から起算して３か月以内に下記のいずれか

に該当した者をいいます。 

●雇用保険の一般被保険者となった者（短期雇用特例保険者と日雇労働保険者は対象外) 

●労働者を雇用する事業主（雇用保険の適用事業主)  

 

※ 自社等就職（p.19【留意事項】②参照）の場合、雇用した者の労働条件や雇い入れから

２か月間の勤務実態を確認した上で、週労働時間が 20 時間未満となっていた場合は、分子

の「就職した者」の数から除いて算出します。 

ただし、事業主等の関与によらずやむを得ない理由で 20 時間未満となってしまった場

合は、「就職した者」として算定しますが、当該理由について証明していただく必要があり

ます。 

 
就職率の算定式 

（※１） 
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（４）申請期限 

訓練終了日の翌日から起算して４か月以内に申請してください。 

なお、自社等就職者がいる場合には終了日の翌日から起算して６か月以内に、自社等就職

者に係る書類を提出してください。（雇用保険適用の就職でない場合は提出する必要はあり

ません。）  

【例】４か月の訓練（訓練期間６月７日～１０月６日）の場合 

    付加奨励金の支給申請時期は１０月７日～翌年２月６日になります。 

 
         

 

 
 
 

※ 申請期限までに申請書類が提出されなかった場合、奨励金は支給できません。 

※ 申請書類を郵送・電子メールで提出する場合、申請期限までに福島労働局に到着・到達

されることが要件です（消印日ではありませんのでご注意ください）。 

※ 令和 5 年 7 月から、電子メールによる支給申請が可能となりました。 

                                                                                                                             

【留意事項】 

① 就職率の算定 

(ｲ) 就職率は、就職理由による訓練中途退校者と、訓練修了者から提出された｢就職 

状況報告書（様式 A-14）」に基づき、訓練終了日の翌日から３か月以内に就職し

て「雇用保険に適用された者」の合計により算出します（※）。 

そのため、３か月以内に「内定」していても、実際の就労開始日が訓練終了後 

３か月を経過している場合や、３か月以内に就職しても雇用保険適用にならない

就労の場合は就職率に含まれませんのでご留意ください。 

（※）令和５年７月１日より、就職状況報告書（様式 A-14）を回収できなかった者も

付加奨励金の就職者に加えることができるようになりました。 

 就職状況報告書（様式 A-14）が回収困難となった経緯が分かる個別報告書（様

式は任意）を添付すれば、受講者から公共職業安定所に提出された就職状況報告書

（様式 C-9）や雇用保険データ等に基づき適用就職等を確認して、付加奨励金の雇

用保険適用就職率の就職者に含めることができる場合があります（就職状況報告

書（様式 A-14）の回収率が 80％を超える場合に限ります）。 

なお、確認結果は個人情報のため個別にご回答できません。 

(ﾛ) 労働局に申請書を提出した後、訓練終了日の翌日から３か月以内に就職した者

から就職状況報告書の提出があり就職率等の変更があった場合は、申請期限内で

あれば申請書の就職率に係る箇所等の修正をする事ができます。 

 

訓練期間 

6/7 

訓練開始日 ～ 

10/6 

訓練終了日 

  
申請期間 

10/7 

訓練終了日翌日 ～ 
翌年 2/6 

訓練終了後４か月以内 
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(ﾊ) 受講者から提出された｢就職状況報告書（様式 A-14）」に雇用保険適用になる就

職と記載されている場合でも、労働局の調査により雇用保険適用就職に該当しな

い場合は、訓練実施機関が算出した就職率が修正される場合がありますので、あ

らかじめご了承ください。 

 

② 労働局における就職状況の確認 

労働局では、訓練終了後３か月以内の「雇用保険適用就職」であるかについて、 

訓練終了後６か月を経過する日まで確認を行います。そこで確定した情報をもとに

就職率を計算し、支給決定をします。 

 このため、支給は訓練終了後６か月経過日よりあとになりますので、あらかじめ

ご了承ください。 

また、自社等就職(※)者については、労働条件および勤務実態に係る書類により 

「雇用保険適用就職」であることが確認できなかった場合、支給決定までさらに 

時間を要することがあります。 

（※）自社等就職とは、訓練受講者を訓練実施機関自ら、又は訓練実施機関の関連 

事業主（訓練実施機関と資本的、経済的、組織的関連性等からみて実質的な一体 

性が認められる事業主をいう。）が雇い入れた場合をいいます。 

   なお、訓練実施機関と関連事業主の両者間に実質的な一体性が認められる状

況とは以下のいずれかの要件に該当する場合です。 

(ｲ) 資本金の 50％を超えて出資していること。 

(ﾛ) 取締役会の構成員について次のいずれかに該当すること。 

㋑ 代表者が同一人物である（個人事業主である場合も含む）。 

㋺ 取締役を兼務している者が､いずれかの会社について過半数を占めている。 
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  （５） 記入例　　様式A-３３の作成ポイント

認定職業訓練実施付加奨励金支給申請書

様式（A-33）11

労働局長　殿

－ － － － －

✔

－

（ ） （ ）店舗コード

（注２）様式A-34の「自社等就職者」欄に○が付いてる受講者数を記入してください（令和１年10月１日開講コースより）。
　　　　自社等就職とは、訓練受講者を、訓練実施機関自ら、又は訓練実施機関の関連事業主（訓練実施機関と資本
　　　　的、経済的、組織的関連性等からみて実質的な一体性が認められる事業主をいう。）に雇い入れる場合をいう。
　　　　なお、訓練実施機関と関連事業主の両者間に実質的な一体性が認められる状況は、以下のいずれかの要件
　　　　に該当する場合とします。
　　　　１　資本金の50％を超えて出資していること。
　　　　２　取締役会の構成員について次のいずれかに該当すること。
　　　　（１）代表者が同一人物であること(個人事業主である場合も含む)。
　　　　（２）取締役を兼務している者が、いずれかの会社について過半数を占めていること。
　　　　※疑義が生じた場合、労働局へお問い合わせください。

（注３）様式A-34の「雇用保険適用就職率」を記入してください。
　　　　労働局において確認した雇用保険の適用状況をもとに計算した就職率によって支給決定を行いますので、
　　　　ご承知おきください。
　　    自社等就職の場合、労働局にて雇用保険適用就職率を算定するに当たって、自社等就職した者の労働条件や
　　　　勤務実態が分かる書類（労働条件通知書(写)や出勤簿(写)、賃金台帳（写）等）を提出していただく必要があり
　　　　ます。上記労働条件が分かる書類及び 、勤務実態が分かる書類（雇い入れから２か月間の勤務実態が分かる
　　　　もの）については求職者支援訓練の終了した日の翌日から起算して６か月を経過する日までの間に提出して
　　　　ください(提出がなされない場合、雇用保険適用就職率の算定において就職した者として算定しません)。
         なお、勤務実態について、契約期間中の週労働時間が20時間あるかどうか確認しますが、特段の事情により
　　　　20時間未満となってしまった場合は、当該理由について証明していただく必要があります。
　　　　（令和１年10月１日開講コースより）。

口座名義

　提出しないと奨励金は支給できません。
※　就職者名簿（様式A-34）、認定職業訓練に係る就職状況報告書（様式A-15）の写し及び修了者等（就職を理由

口座番号

フリガナ

（注１）様式A-34の「付加金対象者」欄に○が付いている受講者数を記入してください。

※　申請期限内に、訓練実施施設の所在地を管轄する都道府県労働局職業安定部訓練課（室）に

訓練コース 実践コース

訓練科名 　●●●●●●●● 科

訓練期間 平成・令和 7 年 4 月 15 日 ～ 平成・令和 7 年 9 月 10 日

のとおり申請します。また、当該申請書及び添付書類の記載内容について相違ありません。

　なお、自社等就職者の雇用状況の確認を労働局が行う場合には協力します。

訓練コース番号 5 07 07 002 03 9999

福島
令和 年 月 日

平成・令和 年 月 日 に認定を受けた訓練を適正に実施し、付加奨励金の支給を受けたいので、以下

支給対象者数 7 人 （注１）

自社等就職者数 0 人 （注２）

960 ○○○○
　福島県・・・・・

実施機関名 　株式会社　A Z
代表者氏名

訓練実施機関
振込先（注４）

銀行 本店・支店 普通・当座
通知・別段金融機関コード

(2021.02)

71 ％ （注３）

担当者連絡先

担当者名 　○○ ○○ 部署

　024-999-9999

就職率

電話番号

メールアドレス 　○○＠○○
　２０１２０００００

訓練実施機関

実施機関番号

　○○ ○○

所在地

〒

　として中途退校した者を含む）からの就職状況報告書（様式A-14）の写しを添付してください。

認定決定日

「求職者支援法に基づく職業訓練の認定通知書」の

認定決定日を記入してください。

代表者印の押印不要
2

口座名義とフリガナは、通帳の記載どおりに入力してください３
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様式（A-33)111

（注４）ゆうちょ銀行の場合は、口座番号の欄に「記号番号」を「記号－番号」の順に記載してください。

受付機関処理欄

受付日　： 令和　　　年　　　月　　　日 受付番号　：　

　本奨励金は、国の会計検査の対象となることがあります。そのため、支給決定後であっても表面記載の添付書類の提出を求

め、実地調査を行う場合があります。なお、偽りその他不正行為により支給を受けた場合、当該不正に係る訓練の奨励金等に

ついて、不支給の決定又は支給の取消をするとともに、当該不正があったコース以降に開始された全てのコースについて支給

された奨励金等全額を返還していただきます。また、偽りその他不正行為の内容如何によっては、刑事告発することもありま

す。

　なお、自社等就職において、自社等就職者を雇用保険適用の見込みどおりの労働条件で就業させる予定が無いにもかかわ

らず雇用保険適用就職率を水増しする等の目的で、故意に雇用保険被保険者資格取得届の提出を行っていた場合は、訓練

実施機関自身が、偽りその他不正行為により、付加奨励金の支給を受け、または受けようとしたものと見なされる場合がありま

す。

(2021.02)

局長 部長 課長 室長 補佐 係長

※　労　働　局　処　理　欄

支 給 （ 不 支 給 ） 決 定 年 月 日 令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

支 給 決 定 額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　労　　働　　局　　決　　裁　　欄

社 会 保 険 作成年月日・提出代行者の表示 氏　　　　　名 電　　話　　番　　号

労 務 士

記 載 欄
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５ 奨励金の申請先と審査結果（支給・不支給決定）の通知  

（１）申請先 

〒960-8513 福島市花園町５－４６ 福島第二地方合同庁舎３F 

福島労働局 職業安定部 訓練課 

        ☎ ０２４－５３６－７７３３ 

●郵送される場合は申請期限内に到着するよう余裕を持って提出してください（消印が申請

期限内でも到着日が過ぎていれば受付できません）。 

●郵便事故を防ぐため、なるべく簡易書留等で送付してください。 

●持参の場合は、お待ちいただくことがありますのでご了承ください。 

●令和 5 年 7 月 1 日から電子メールでの申請が可能となりました。ご希望の場合は、お電話

にてご連絡ください。 

（２）審査結果の通知 

●基本奨励金「認定職業訓練実施基本（保育）奨励金支給（不支給）決定通知書」 

●付加奨励金「認定職業訓練実施付加奨励金支給（不支給）決定通知書」 

以上により通知いたします。 

 ※ 労働局では訓練実施機関からの提出書類を審査後、支給・不支給を決定します。審査の

段階で不明な点や訂正箇所等があった場合は修正および再提出をお願いすることがあり

ます。 

 

 ご不明な点については、福島労働局職業安定部訓練課（ ℡ 024-536-7733 ）まで 

お問い合わせください。 

【受付時間】 8 時 30 分～17 時 15 分まで 

※土曜・日曜・祝日・年末年始(12/29～1/3)は閉庁日です。 

 ※以下のホームページもご参照ください。（申請様式・参考様式等のダウンロード先） 

  ◆福島労働局 ハロートレーニング 訓練実施機関様 

https://jsite.mhlw.go.jp/fukushima-roudoukyoku/newpage_00092.html 

  ◆厚生労働省 HP「求職者支援訓練の訓練実施機関に対する奨励金について」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyo

u/kyushokusha_shien/shoureikin.html 

  ◆高齢・障害・求職者雇用支援機構 

https://www.jeed.go.jp/location/shibu/fukushima/ 

 

 

令和 5 年 9 月 19 日

移転しました！ 
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６ Ｑ＆Ａ  

 

 

 退校日までの出席率が８０％以上であれば基本奨励金の対象になります。 

また、退校日までの出席率が８０％未満でも出席率が８０％以上ある支給単位期間

は、基本奨励金の算定対象になります。 

退校日とは、原則受講者が事前又は当日の退校手続により届け出た任意の日です。 

しかし、やむを得ない理由（疾病・負傷・介護・看護・就職等）により退校手続きを行

えなかった場合は、事後に退校届を提出することで、退校手続きができない事情が生じ

た日の前日を退校日とすることができます。 

なお、退校日を遡る場合には根拠資料が必要です。根拠資料がない場合は、退校日は

本人の届出日になります。 

 

 

 

最終日に来校しない場合であっても、訓練実施機関において本人署名を取ることが原

則です。しかし、｢受講者署名欄｣に本人署名が取れなかった場合は、 

① 署名が取れなかった理由 

② 本人が受講者出欠報告書の出欠状況に相違ないと認めていること 

（受講者出欠報告書の出欠状況の確認が取れなかった場合は、その理由） 

③ 本人の連絡先 

以上を記載した陳述書（様式自由）を提出してください。 

 

 

 

 

訓練開始３日以内に連絡が取れない者がいる場合、３日目まで出欠管理を行い、４日

目を「辞退扱い」として次頁以降から対象者氏名を記入せず上に詰めてください。 

また、辞退者報告書（様式 C-13）により安定所へ報告してください。 

「受講者出欠報告書 総括票（様式 A-32）」及び ｢受講者出欠報告書 内訳票（様式 A-32: 

別添）」には記載する必要はありません。 

 

 

 

 

（３）訓練開始日に来ておらず、訓練開始３日以内に連絡がとれない受講者がい

る場合に｢出席簿（様式 A-20-1）｣の記入はどのようにしたらよいですか？ 

（２）｢受講者出欠報告書 内訳票(様式Ａ-３２:別添)｣の受講者署名欄について、

中途退校者が最終日に来校せず、本人署名欄が空欄になってしまう場合はど

うしたらよいですか？ 

（１）中途退校者は基本奨励金の対象になりますか？ 
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受講者が出席すべきもの（入校式、キャリアコンサルティング、就職支援等）は、 

訓練時間の算定対象外であっても、出席管理の対象になります。 
 
 
 

 

キャリアコンサルティングは個人単位で行うものですので、別の日に振り替えること

は可能です（支給単位期間をまたいで振り替えることも可能）。 

欠席した分を近接した別の日時に振り替えて行い、当該受講者が出席した場合は、 

その日をもって出席と取り扱うことができます。 
 
                   

 

 

 

 

基本奨励金の支給申請は３か月終了時点で支給申請する場合と訓練終了後に一括し

て支給申請する場合があるため、基本奨励金の支給申請の時期によって受講者の出席

率が異なることがあれば、基本奨励金の支給・不支給が異なる場合があります。 

どの時点で基本奨励金の支給を申請するかは、訓練実施機関の任意になります。 

なお、基本奨励金支給対象期間（全体）の出席率が８０％未満でも、いずれかの基本

奨励金支給単位期間（１か月）の出席率が８０％以上であれば、当該支給単位期間（１

か月）は基本奨励金の算定対象となります。 
 

 

 

介護実習などのように実習先が訓練実施施設と異なる場合の出欠は、実習先の外部

講師が出欠を確認します。 

具体的には、実習先毎に実習期間中の受講者出欠報告書を作成し、実習先の外部講師

が出欠確認を行います。 

  

（６）ある受講者について、３か月を終了した時点では出席率が８０％を下回っ

ていたが、訓練終了時点では出席率が８０％を上回っていた場合、基本奨励

金の支給申請の時期によって支給対象期間全体の支給が異なることがあり

ますか？ 

（５）キャリアコンサルティングの日を欠席した場合、別の日に振り替えること

は可能ですか？ 

（４）訓練時間の算定対象外となるキャリアコンサルティングや就職支援につい

ても、出席管理の対象となりますか？

（７）実習先が訓練実施施設と異なる場合、｢受講者出欠報告書(様式Ａ-32)｣の 

出欠は誰が確認すればよいですか？
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訓練実施日から除外することができるものは下記の通りです。 

① インフルエンザ等に感染した場合 

② 大規模な災害が起こった等により訓練実施施設への通所が困難となっている場合 

③ 裁判員等に選任された場合 

④ 安定所に指示された求職活動を行う場合 

上記①～④に該当すると思われる事案が発生した場合は、労働局訓練課までお問い 

合わせください。 
 
 
 

 

変更後は、すべての書類において現姓と旧姓を併記してください（本人が記載するも

のも含む）。 

【 例 】 福島 桃子（旧姓 佐藤） 

☆ 出席簿(様式 A-20-1)については、備考欄に「変更となった日付」を記載してくだ

さい。 

☆ 受講者出欠報告書 内訳票（様式 A-32:別添）の「受講者署名欄」や、就職状況報

告書（様式 A-14）も同様に併記するよう受講者に説明してください。 

万が一、訓練終了後に旧姓の記入漏れを発見し、修正してもらうのが難しい場合

は、現姓のみでも構いませんが、なるべく漏れがないよう確認をお願いします。 

     
 
 
 

  

受講者出欠報告書 総括票（様式 A-32）の「②就職支援計画を作成した公共職業安定所」

欄は、移動前の安定所名を記載し、続けて移動後の安定所名「（ 現   ○ ○ ）」とわかる 

ように記載してください。 

 
 
 
 
 

修正箇所があった場合には、差し替えや修正が必要となります。その都度、当課より

修正方法等をお伝えしながら、修正を進めていくことになります。 

 なお、修正テープ、修正液等による訂正は不可です。 

 

（９）訓練途中で名字が変わった受講者の申請書類等はどう記載すればよいです
か？

（８）欠席した日を訓練実施日から除外することができる理由には何があります

か？

（10）訓練途中で住所の移動により管轄ハローワークが変わった受講者の申請書
類等はどう記載すればよいですか？ 

（11）代表者印の押印が不要ですが、修正箇所があった場合はどのように修正
すればよいのですか？
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原本は、訓練実施機関で６年間保管が必要となります。 

また、原本が提出された場合は返却することとなりますので、写しの提出をお願いいたし

ます。 

※令和 5 年 7 月より、受講者出欠報告書 総括票（様式 A-32）・内訳票（様式 A-32 別添）、職場見学等実施

報告書総括表（様式 A-52・A-52 別添）、企業実習実施報告書総括表（様式 A-55・A-55 別添）が写しの 

提出と変更になりました。 

 

 

 

 

 

 

質問や不明な点があり

ましたら、気兼ねなく

ご連絡ください。 

（12）原本を提出していた書類が、写しの提出に変更になりましたが、原本の

管理はどうすればよいですか？
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